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1. はじめに
近年，道路橋や鉄道橋等の上部構造の軽量化を目的として，軽量コンクリートの適用が検討され，
一部で実用化されている．しかしながら，軽量コンクリートは，使用する粗骨材の強度が小さいこ
とから，引張強度やせん断強度が普通コンクリートに比べて小さくなることが知られており，土木
学会コンクリート標準示方書 (以後，示方書) 1) では，RC棒部材のせん断耐力を普通コンクリート
を用いる場合に対して 70 %に低減することが規定されている．コンクリートの引張靱性能を改善す
る対策としては，種々の短繊維を混入する方法が検討されている．最近では，親水性がありセメン
トペーストとの付着性能に優れるポリビニルアルコール (PVA)短繊維に着目した研究が盛んに行わ
れている 2)．著者らも PVA短繊維を混入した普通 /軽量コンクリート製 RC梁に関する重錘落下衝
撃実験を行い，短繊維の架橋効果によって RC梁の耐衝撃性が向上することを明らかにしている 3)．
一方，軽量コンクリートを PC部材に適用することにより，上部構造のさらなる軽量化を図るこ
とができるため，より合理的な構造部材設計が可能になるものと考えられる．また，この場合にも
短繊維混入による軽量コンクリートの引張性能の改善が必要になるものと考えられる．しかしなが
ら，PVA短繊維混入による軽量コンクリート製 PC部材の耐荷性能や耐衝撃性能向上効果に着目し
た検討はほとんど見当たらないのが現状である．
このような背景より，本研究では，軽量コンクリート製 PC梁 (以後，軽量 PC梁)の耐衝撃性に
及ぼす PVA短繊維の体積混入率 (以後，短繊維混入率 Vf )の影響を検討することを目的に，Vf を変
化させた軽量 PC梁の重錘落下衝撃実験を実施した．また，普通コンクリート製 PC梁 (以後，普通
PC梁)についても同様の実験を行い，軽量 PC梁の耐衝撃性を普通 PC梁と同程度に改善するため
に必要な短繊維混入率について検討した．
2. 実験概要
2.1 試験体の概要
図－1には，PC梁の形状寸法および配筋状況を示す．本実験に用いた PC梁は，断面寸法（幅 ×
高さ）は 35 × 40 cm，純スパン長は 2.8 mの複鉄筋矩形 PC梁である．上端および下端鉄筋には，
それぞれ D22および φ 12.4の PC鋼より線を２本ずつ配置した．また，スターラップは配置してい
ない．なお，PC鋼より線には有効緊張率が引張強度の 60 %となるように緊張力を導入している．
表－1には，本実験に用いた PC梁の一覧を示している．試験体数は，コンクリートの種類，短繊
維混入率 Vf および載荷方法を変化させた全８体である．表中，試験体名の第一項目は，コンクリー
トの種類 (N：普通コンクリート，LW：軽量コンクリート)と短繊維混入率 Vf (%)の組み合わせに
より示している．第二項目は載荷方法を示しており，S, IIはそれぞれ静載荷および衝撃荷重の漸増
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図－ 1 PC梁の形状寸法および配筋状況
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表－ 1 試験体の一覧
試験体名
コンクリート 短繊維混入率
載荷方法
衝突速度
の種類 Vf (vol. %) V (m/s)
N-S 普通 0LW0-S
静的 -LW0.5-S 軽量 0.5
LW1.0-S 1.0
N-II 普通 0 1 ∼ 6LW0-II 衝撃 1 ∼ 4
LW0.5-II 軽量 0.5 (繰り返し) 1 ∼ 7
LW1.0-II 1.0 1 ∼ 9
表－ 2 各試験体の計算耐力の一覧
圧縮 設計 設計せん断耐力
せん断
試験体名 強度 曲げ耐力 コンクリート デコンプレッションモー PVA短繊維 合計
余裕度(MPa) (kN) 分担分 (kN) メントによる増分 (kN) 分担分 (kN) (kN)
N-S/II 48.2 140.0 123.6 65.4 - 189.0 1.35
LW0-S/II 42.4 140.0 83.0 65.6 - 148.6 1.06
LW0.5-S/II 42.7 138.1 83.1 65.4 76.7 225.2 1.63
LW1.0-S/II 50.4 141.0 87.9 65.2 140.6 293.7 2.08
繰り返し載荷により実験を行ったことを示している．
表－2には，各試験体の計算耐力を一覧にして示している．表中には，コンクリートの圧縮強度
試験結果，計算曲げ耐力，計算せん断耐力およびせん断余裕度を示している．これらの計算耐力は，
示方書 1)に準拠して算出した．なお，計算せん断耐力については，1)コンクリートの分担分，2)緊
張力の作用により生じるデコンプレッションモーメントによるせん断耐力増分，3) PVA短繊維の分
担分，および 4)これらの合計について示している．LW梁の計算せん断耐力のコンクリート分担分
は示方書で規定されているように，普通コンクリートを用いた PC梁のせん断耐力の 70 %として評
価している．計算せん断耐力を計算曲げ耐力で除した計算せん断余裕度は，いずれの梁も 1.0を超
えていることから，静載荷時には曲げ破壊が先行することが予想される．
2.2 コンクリート配合および使用材料の特性
表－3には，各軽量コンクリートの配合を示している．各コンクリートの配合は短繊維混入後も
材料分離がなく，かつ十分に打設可能なスランプを有し，また圧縮強度が同程度となるように決定
した．なお，本実験に用いた軽量粗骨材は，比重 1.2，24時間吸水率が 9 ∼ 11 %，圧壊荷重が 1 kN
以上の焼成人工軽量骨材である．本軽量粗骨材は，有害科学物質や塩分を含まず，アルカリ骨材反
応が生じない等，従来の人工軽量骨材に比べて優れた品質を有している．各コンクリートのスラン
プの範囲は 8.5 ∼ 12.5 cm，空気量の範囲は 5.4 ∼ 6.3 %程度であった．
表－4は，PVA短繊維の寸法および材料特性を示している．また，下端鉄筋として用いた PC鋼
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表－ 3 PVA短繊維混入軽量コンクリートの配合
コンク 短繊維 W/C s/a 単位量 高性能 スラ 空気量
リート 混入率 W C S G 減水剤 ンプ
の種類 Vf (vol.%) (%) (%) (kg/m3) (cm) (%)
0 50.0 46.0 152 304 871 480 1.28 8.5 6.3
軽量 0.5 52.5 49.1 165 314 909 442 1.26 10.5 5.4
1.0 40.0 48.8 170 425 850 420 2.13 12.5 5.4
表－ 4 PVA短繊維の寸法と材料特性値
密度 長さ l 直径 d アスペクト比 弾性係数 引張強度 破断歪
(g/cm2) (mm) (mm) l/d (GPa) (GPa) (%)
1.30 30 0.66 45 29.4 0.88 7.0
��������� ������������
写真－1実験状況
より線 φ 12.4の引張強度は 1,720 MPaであった．
2.3 実験方法
写真－1には，静載荷および衝撃荷重載荷実験の状況を示している．静載荷実験は，容量 500 kN
の油圧ジャッキを用い，単純支持状態で実施した．静荷重は，鋼製の載荷治具を用い梁幅方向に全
幅，スパン方向中央部に 100 mmの部分分布荷重が作用するように載荷している．載荷は，載荷点
変位が純スパン長の 1 %程度 (30 mm)に達するまで行った．
衝撃荷重載荷実験は，支点反力測定用ロードセルと跳ね上がり防止治具付の支点治具上に PC梁
を設置し，そのスパン中央部に所定の高さから 400 kgの円柱状鋼製重錘を自由落下させることによ
り行っている．治具全体は PC梁の回転のみを許容するピン支持に近い構造となっている．用いた
重錘は載荷部直径が 150 mmであり，衝突時の片当たりを防止するため，底部は高さ 2 mmのテー
パを有する球面状となっている．
載荷方法は，第１回目の衝突速度および増分速度を 1 m/sと設定して，終局に至るまで繰り返し
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図－ 2 静載荷実験終了後におけるひび割れ分布性状
重錘を落下させる漸増繰り返し載荷とした．本実験における梁の終局は，梁側面に明瞭な斜めひび
割れが発生して試験体が著しく損傷しせん断破壊に至った時点としている．
なお，実構造物が受ける衝突現象を想定すると，所定の衝突速度で一度だけ載荷する単一載荷実
験により PC梁の耐衝撃性を検討する必要があるものと考えられる．しかしながら，PVA短繊維を
混入した PC梁の衝撃荷重載荷実験に関するデータはほぼ皆無であり，その耐衝撃特性が明らかに
されていないため，現状では適切な衝突速度を決定することが困難である．そのため，本実験では
Vf の異なる PC梁を対象として，衝突速度の増大に伴う耐衝撃挙動の変遷を詳細に検討することを
目的として，前述の漸増繰り返し載荷法を採用することとした．
2.4 測定項目
本実験の測定項目は，荷重 P (以下，静載荷の場合には静荷重，衝撃荷重載荷実験の場合には重錘
衝撃力と呼ぶ)，合支点反力 R (両支点反力の合算値．以後，単に支点反力と呼ぶ)および載荷点変位
δ (以後，単に変位と呼ぶ)の各応答波形である．また，実験時にはひび割れの進展状況を詳細に把
握するため，重錘落下毎にデジタルカメラを用いて梁側面のひび割れ状況を撮影し，その後ひび割
れ分布図を作成している．
静荷重 Pの測定は，容量 500 kNの静載荷用ロードセルを用いて行った．また，衝撃荷重載荷実
験の場合における重錘衝撃力 Pおよび支点反力 Rの測定は，Pの場合には容量が 1,470 kN，応答周
波数 DC ∼ 4.0 kHz，Rの場合には容量が 980 kN，応答周波数が DC ∼ 2.4 kHzのロードセルを用い
て行っている．また，載荷点変位 δ の測定は，容量 200 mm，応答周波数 915 Hzの非接触式レーザ
変位計を用いて行った．なお，衝撃荷重載荷実験の場合には，各応答波形を広帯域用データレコー
ダで一括収録し，ウェーブメモリーを用いて最大 200 msまで 0.1 ms/wordで A/D変換処理を行って
いる．また，重錘衝撃力波形の場合には高周波成分が卓越することより原波形を用いることとし，
支点反力波形および変位波形に関しては低周波成分が卓越していることより，ノイズ処理のために
0.5 msの矩形移動平均法により平滑化を施している．
3. 静載荷実験結果および考察
3.1 ひび割れ分布性状
図－2には，静載荷実験終了後における梁側面のひび割れ分布性状を示している．図より，いず
れの試験体の場合も，スパン中央部に曲げひび割れが発生していることが分かる．これは，1)本研
究では，スパン中央部への集中載荷により実験を行っていることや，2)各梁のせん断余裕度が 1.0
以上であるため斜めひび割れが発生しづらい状況であることによるものと考えられる．なお，短繊
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図－ 3 荷重－変位の関係
維混入率 Vf = 1 %の LW1.0-S試験体の場合には，ひび割れが多少分散して発生していることが分か
る．これは，曲げひび割れ発生部において短繊維の架橋効果が発揮されていることによるものと考
えられる．
3.2 荷重－変位関係
図－3には，静載荷実験時の荷重－変位の関係を示している．図より，コンクリートの種類およ
び短繊維混入の有無にかかわらず，いずれの試験体も 100 kN程度までは変位の増加に伴ってほぼ
線形に荷重が増加し，その後曲げひび割れの発生に伴って，剛性勾配が低下していることが分かる．
ここで，短繊維を混入していない N/LW0-S試験体の場合には，剛性勾配が急激に小さくなって
いる．これに対し，短繊維を混入した LW0.5/1.0-S試験体の場合には，剛性勾配が緩やかに低下す
る傾向にあり，このような傾向は短繊維混入率 Vf が大きい場合ほど顕著である．ただし，変位 25
mm程度以降においては，いずれの試験体もほぼ同様の耐荷性状を示している．これは，ひび割れ
発生直後においては短繊維の架橋効果により耐荷性能が向上するものの，その後短繊維の抜け出し
等により架橋効果が徐々に消失したことによるものと考えられる．
4. 衝撃載荷実験結果および考察
4.1 ひび割れ分布性状
図－4には，衝撃載荷実験終了後における各梁のひび割れ分布性状を示す．なお，ここでは最終
衝突速度Vf inal による載荷 (以後，最終載荷)時およびその前の載荷時のひび割れ性状を示している．
図より，短繊維を混入していない N/LW0-II試験体の場合には，最終載荷前では載荷点近傍にお
いて曲げひび割れが発生していることが分かる．また，LW0-II試験体の場合には，N-II試験体の場
合よりも衝突速度 V が小さいにもかかわらず，曲げひび割れが多く発生している．これは，軽量コ
ンクリートの引張強度が普通コンクリートの場合よりも小さいことによるものである．なお，梁上
縁にも曲げひび割れが見られるが，これは，重錘衝突後 PC梁が下方に撓んだ後，PC鋼より線の復
元力により上方に大きく変形したことによるものと考えられる．
一方，最終載荷時においては，載荷点近傍の上縁かぶりコンクリートが大きく剥落するとともに，
載荷点から支点側に向かって生じた斜めひび割れが大きく開口している．特に，LW0-II試験体の方
が N-II試験体の場合よりも著しい破壊性状を示している．
短繊維を混入した LW0.5/1.0-II試験体の結果より，最終載荷前の場合には，前述の N/LW0-II試験
体の場合と異なり，曲げひび割れの他斜めひび割れの発生も見られる．これは，PVA短繊維の架
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図－ 4 衝撃載荷実験終了後のひび割れ分布性状
橋効果により，斜めひび割れ発生後においてもせん断破壊に至っていないことを示しているものと
考えられる．なお，LW1.0-II試験体の方が LW0.5-II試験体の場合よりも衝突速度 V が大きいため，
多くのひび割れが発生していることが分かる．最終載荷時には，LW0.5-II試験体において，斜めひ
び割れが大きく開口し梁が２分されているのに対し，LW1.0-II試験体の場合には，斜めひび割れが
大きく開口するものの梁が分離するには至っていない．
以上のことより，いずれの試験体においても，最終載荷時に急激にせん断破壊に至っていること
が分かる．また，軽量 PC梁の場合には，PVA短繊維の混入により耐衝撃性が飛躍的に向上してい
ることが明らかになった．
4.2 重錘衝撃力，支点反力および変位波形
図－5には，各試験体の重錘衝撃力 P，支点反力 Rおよび載荷点変位 δ に関する応答波形を示し
ている．なお，ここでは，各試験体の最終載荷時およびその前の載荷時の結果を示している．
重錘衝撃力波形 Pは，梁の種類や衝突速度 V によらず，衝撃荷重載荷初期に継続時間が 2 msec
程度の正弦半波状の波形が励起する性状を示している．また，全般的に衝突速度 V が大きい場合ほ
ど最大振幅も大きくなる傾向を示している．
支点反力波形 Rは，いずれの梁の場合においても継続時間が 20 ∼ 40 ms程度の正弦半波と高周波
成分が合成された性状を示している．また，各試験体の最大支点反力は，最終載荷時の場合よりも
最終載荷前の方が大きい．これは，図－4のひび割れ分布図に示しているように，最終載荷時には
いずれの試験体も著しいせん断破壊により終局に至っているため，支点部に伝達される衝撃荷重が
低下したことによるものと考えられる．軽量 PC梁の結果に着目すると，短繊維混入率 Vf が大きい
場合ほど最大支点反力も大きくなる傾向にあり，より大きな衝撃力に抵抗していることが分かる．
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図－ 5 各試験体の重錘衝撃力，支点反力および載荷点変位に関する応答波形
変位波形 δ を見ると，最終載荷前では，いずれの試験体も衝撃荷重載荷初期に正弦半波状の波形
を示し，その後変位零を振動中心とする減衰自由振動状態に至っている．変位の最大振幅や主波動
継続時間は，短繊維を混入した LW0.5/1.0-II試験体の場合に大きくなっており，靭性能の高い性状
を示していることが分かる．一方，最終載荷時には，いずれの梁もせん断破壊に至っていることよ
り，衝撃荷重の作用に伴って励起した変位が零まで復元せず，残留変位を生じていることが分かる．
4.3 最大応答変位および残留変位と衝突速度との関係
図－6には，各試験体の最大応答変位および残留変位と衝突速度 V との関係を示している．図よ
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図－ 6 各種応答値と衝突速度の関係
LW0 LW0.5 LW1.0
N ����
���������
0
5
10
15
20
�
�
�
�
�
�
�
�
�
 (k
J)
図－ 7 最大入力エネルギーと短繊維混入率の関係
り，最大応答変位は，いずれの試験体においても衝突速度 V の増加に対応して増大し，最終衝突速
度で急増する傾向にあることが分かる．また，短繊維無混入の軽量 PC梁 (LW0-II試験体)は，普通
PC梁 (N-II試験体)よりも，小さな衝突速度でせん断破壊に至っていることが分かる．これは，前
述のように軽量コンクリートは普通コンクリートに比較して引張強度が低く，せん断耐力も小さい
ことによるものと考えられる．これに対し，軽量 PC梁に短繊維を 0.5, 1.0 %混入した LW0.5/1.0-II
試験体は，いずれも N-II試験体よりも大きな衝突速度 V でせん断破壊に至っている．
このことより，本研究では，軽量 PC梁に短繊維を 0.5 %混入することにより，普通 PC梁と同等
以上の耐衝撃性を得られることが明らかになった．また，このことは，表－2に示されているよう
に，LW0.5-II試験体の計算せん断耐力が N-II試験体のそれよりも大きいことにも関連しているもの
と推察される．
残留変位は，いずれの試験体においても最終載荷前の衝突速度までほぼ零となっている．また，
最終載荷時には，残留変位が急激に増大している．このことより，いずれの PC梁もせん断破壊に
至るまでその復元力を保持していることが分かる．
4.4 入力エネルギーと短繊維混入率との関係
図－7には，各試験体の最大入力エネルギーと短繊維混入率との関係を示している．なお，最大
入力エネルギーは，PC梁がせん断破壊に至る直前の衝突速度 V を用い運動方程式により算出した．
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図より，軽量 PC梁の結果を見ると，短繊維混入率 Vf の増加に伴って最大入力エネルギーがほぼ線
形に増大していることが分かる．本実験においては，短繊維混入率 Vf を 0.5, 1.0 %とすることによ
り，最大入力エネルギーがそれぞれ 4.0, 7.1倍に向上していることが分かる．
また，LW0.5-II試験体の最大入力エネルギーは，N-II試験体のそれよりも大きいことより，軽量
PC梁に PVA短繊維を 0.5 %混入することにより，普通 PC梁の場合以上の入力エネルギーに対し
て抵抗し得ることが明らかになった．
5. まとめ
本研究では，軽量コンクリート製 PC梁 (以後，軽量 PC梁)の耐衝撃性に及ぼす PVA短繊維の体
積混入率 (以後，短繊維混入率)の影響を検討することを目的に，短繊維混入率を変化させた軽量
PC梁の重錘落下衝撃実験を実施した．また，普通コンクリート製 PC梁 (以後，普通 PC梁)につい
ても同様の実験を行い，軽量 PC梁の耐衝撃性を普通 PC梁と同程度に改善するために必要な短繊
維混入率について検討した．本実験の範囲内で得られた結論を要約すると以下の通りである．
1) PVA短繊維の混入により PC梁の耐衝撃性を向上可能である．特に，短繊維混入率を 0.5, 1.0 %
とすることにより，最大入力エネルギーをそれぞれ 4.0, 7.1倍に向上させることが可能である．
2) PVA短繊維を混入する場合には，短繊維の架橋効果が発揮されるため，急激なせん断破壊に
は至らず靭性能の高い耐衝撃性を示す．
3) 軽量 PC梁の耐衝撃性は，普通 PC梁の場合よりも低いものの，PVA短繊維を 0.5 %混入する
ことにより，普通 PC梁の場合以上の入力エネルギーに抵抗できる．
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